
ASIイスラエル株式ファンド

第1期決算のお知らせと運用状況について

2019年12月24日

平素は当ファンドをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当ファンドは、2019年12月23日に第1期計算期末を迎え、当期の収益分配⾦につきまして、200
円（1万口当たり、税引前）と致しましたことをご報告申し上げます。

当ファンドの分配方針は以下のとおりとなっています。

1. 分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。

2. 原則として、基準価額の⽔準等を勘案して分配⾦額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場合に
は、分配を⾏なわないことがあります。

基準価額・純資産の推移

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※上記は過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

2019年12月23日現在

基準価額 10,809円

純資産総額 48億円

※分配⾦は、決算の都度、収益分配方針に基づいて委託会社（⼤和投資信託）が決定しますので、将来の分配⾦について、あらかじめ⼀定
の額の分配をお約束するものではありません。今後の市場環境や運⽤状況によっては、分配⾦の変更あるいは分配⾦が⽀払われない場合
もあります。

当初設定日（2019年7月1日）～2019年12月23日
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イスラエル株式市場は、設定来で上昇となりました。

イスラエル株式市場は、ほぼレンジでの推移が続きましたが、2019年9月以降に上昇基調となりました。
10月上旬に、イスラエルのやり直し選挙に対する失望から売られる局面もありましたが、⽶中貿易摩擦の
緩和、活発な個人消費や、第3四半期GDP成⻑率が事前予想を上回ったことが市場のセンチメントを下⽀
えしました。政治関連では、9月に2度目の議会選挙が実施されたものの、現職のネタニヤフ⾸相率いるリ
クード党と元軍参謀総⻑のガンツ候補率いる中道野党連合「⻘と⽩」の連⽴協議は失敗に終わりましたが、
株式市場への影響は軽微にとどまりました。

為替市場に関して、イスラエル・シュケルは、⽶国など各国中央銀⾏が利下げなど⾦融緩和政策を実施
する環境において、イスラエル中央銀⾏が政策⾦利を維持していることが⽀援材料となり、対⽶ドル、対
円ともに堅調な展開となりました。

（ポイント）

※出所︓ブルームバーグ

（ 2019年7月1日〜 2019年12月19日）

テルアビブ125種株価指数

為替相場︓イスラエル・シュケル 為替相場︓⽶ドル
（ 2019年7月1日〜 2019年12月19日） （ 2019年7月1日〜 2019年12月19日）

※出所︓ブルームバーグ ※出所︓ブルームバーグ
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当ファンドでは、中⻑期的に⾼い利益成⻑が期待される銘柄に投資しました。業種別構成では、情報技
術セクター、⾦融セクター、生活必需品セクターを中心としたポートフォリオを維持しました。

個別銘柄では、予想を上回る過去最⾼の利益率を達成し業績目標を引き上げたソフトウェア･プロバイ
ダーや、市場のリーダー的位置づけにあり好調な決算発表を⾏った太陽光発電事業関連銘柄などが好調な
パフォーマンスとなりました。また、欧州諸国でのフランチャイズ契約拡⼤を図っている⼤⼿⾐料品関連
銘柄の保有がプラス要因となりました。

⼀方で、ファンド設定直後から投資家の間にグロース銘柄からバリュー銘柄へのシフトの動きが広がっ
たことが影響し、⽶国のサイバーセキュリティ関連銘柄が低調なパフォーマンスとなりました。また、コ
モディティ価格の低迷が調整要因となった肥料関連銘柄の保有もマイナス要因となりました。ただし、同
社は炭酸カリウムなどコスト競争⼒に優れ、また貴重な素材関連銘柄として⻑期的な収益機会を提供して
います。

【市場⾒通し】

イスラエル株式市場は、⽶中貿易摩擦の動向、3度目の総選挙となる政治情勢などに左右される展開が
予想されます。

政治面において、イスラエル国内では、⼆⼤政党の連⽴交渉が暗礁に乗り上げ、来年3月には3度目の選
挙が⾏われる予定であり、政局の先⾏き不透明感が⾼まっていることなどを注視する必要があります。

しかし、当ファンドでは、イスラエル株式は引き続き魅⼒的であるとみています。人口増加率は安定し
ており、失業率は低く、実質賃⾦の伸び率は良好であることから、GDP成⻑率は当面OECD諸国平均を上
回る⾒通しであること、良好な企業業績⾒通しなどがサポート要因になると考えます。

【今後の投資方針】

当ファンドにおいては、徹底したボトムアップアプローチに基づき、財務体質が良好で、良質なビジネ
スの質を有する確信度が⾼い銘柄へ厳選投資してまいります。成⻑性の⾼いテクノロジー関連銘柄と良好
な人口動態による恩恵を受ける内需系の安定性の⾼い消費関連銘柄のバランスの取れたポートフォリオを
維持してまいります。

運用状況

市場⾒通しおよび今後の運用⽅針
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ファンドの目的・特色

投資リスク

 
ファンドの目的 
 

● イスラエル企業の株式に投資し、信託財産の成長をめざします。 
 
ファンドの特色 
 

1． イスラエル企業の株式に投資します。 
※株式には DR（預託証券）を含みます。 

※イスラエルの金融商品取引所に上場しているリート（不動産投資信託証券）およびイスラエルの株価指数に 

連動する ETF（上場投資信託証券）に投資することがあります。 

●当ファンドにおけるイスラエル企業とは 

・イスラエルの金融商品取引所に上場している企業 

・イスラエルに本社を置いている企業／イスラエルに登記している企業 

・その他イスラエルと密接な関係を持つ企業（イスラエル企業を買収した企業、研究開発拠点をイスラエルに持つ企業、主たる

経済活動をイスラエルで行なっている企業など） 

 

2． 株式への投資にあたっては、以下の分析を通じて、厳選投資することを基本とします。 
 第 1 段階：ビジネスモデルや収益の質・構造・持続性といった「企業の質」に着目した分析 
 第 2 段階：株価収益率（PER）や株価純資産倍率（PBR）等の「バリュエーション」指標に着目した分析 

3． イスラエル企業の株式の運用は、アバディーン・アセット・マネジャーズ・リミテッドが行ないます。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 

 

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク、信用リスク、証券市場の流動性リスク）」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、
「集中投資のリスク」、「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※一銘柄当たりの組入比率が高くなる場合があります。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
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ファンドの費用

 

（注１）「運用管理費用（信託報酬）（税抜）」には、別途消費税率を乗じた額がかかります。 
（注２）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことが

できません。 
※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉3.3%（税抜 3.0%） 
購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提
供、取引執行等の対価です。 

信託財産留保額 0.3% 

換金に伴い必要となる費用等を賄うため、換金代金から
控除され、信託財産に繰入れられる額。換金申込受付日
の翌営業日の基準価額に対して左記の率を乗じて得た額
とします。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.958% 
（税抜 1.78％）以内 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に
対して左記の率を乗じて得た額とします。 

 

 
運用管理費用（信託報酬） 

（税抜） （注１） 

 純資産総額 350 億円以下の部分 税抜 年率 1.78％ 

純資産総額 350 億円超 700 億円以下の部分 税抜 年率 1.73％ 

純資産総額 700 億円超の部分 税抜 年率 1.68％ 

 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注２） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和投資信託が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、示唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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